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55,325 52,554 50,144 47,760 45,288 42,706 40,361 38,268 36,365 34,641

54,208 50,780 48,326 45,966 43,559 41,036 38,640 36,500 34,584 32,890

1,117 1,774 1,818 1,794 1,729 1,670 1,721 1,768 1,781 1,751

①目標人口（見直し後)

②目標人口（見直し前）

差（①-②）　

長期目標 令和42年(2060年)

　　「七尾市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」の
　　　　　　　　　　　　　　　　　   一部見直しについて【目標人口】

人口規模30,000人の確保及び人口構造の若返りを目指します。

【単位：人】

目標年次 目標内容

中期目標

令和7年(2025年)
Ｕ・Ｉ・Ｊターンの促進や定住の促進等により、転出と転入の均衡を
図ることを目指します。

令和12年(2030年) 子育て支援策等の充実により、国民希望出生率の1.80を目指します。

 ・第２期「七尾市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に合わせ、「七尾市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」中、 

  「目標人口」の見直しを行う。 

 ・平成２２年国勢調査をベースに算出していたものを、平成２７年国勢調査をベースにして推計する。 

 ・平成２７年国勢調査では当初の目標人口より１，１１７人上回ったことから、見直し後の目標人口は全体的に上方 

   修正となる。 

 ・見直し後の目標人口においても、令和４２年（２０６０年）における目標人口が３４，６４１人となっており、平成１６年 

  （２００４年）の合併特例法における市制要件である３０，０００人を超えている。 

 ・なお、出生率や純移動率などの算出条件は、見直し前と同条件としている。 
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（人） 【目標人口の見直し前後での比較表】 

本市合併時点（平成16年）の合併特例法

における市制要件人口 

48,500人（2028年） 
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社人研推計（2018年） 目標人口（見直し後) 

（人） 【目標人口と社人研推計との比較】 

約5,000人 

上回る 

 ・社人研の推計（平成３０年）と新しい目標人口を比較すると、令和４２年（２０６０年）には４，９８０人の差が生じる。  

 ・目標人口は、合計特殊出生率の上昇と移動率の均衡化を図ることを前提に算出していることから、社人研の推計 

  より上回るものである。 

 ・年齢区分別の構成比では、年少人口が３．４ポイント、生産年齢人口が５．７ポイント上回り、老年人口は９．１ 

  ポイント下回る結果となった。 
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【年齢区分別の構成比グラフ】 


